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日本の国益を考えた場合、食料自給率の向上による「食料安全保障の確立」と

ＥＰＡ等の進展による「自由経済市場の確保」が重要と考えられるので、この２

点について以下のとおり所見を述べたい。

（１）食料安全保障の確立について

諸外国においては食料自給率の向上対策が実施されており、食料自給率の

向上、最低限のカロリー確保は必要不可欠である。

農業には若者が参入しないという実態があり、日本社会全体には働き手が

存在するにもかかわらず農業には従事しないという雇用のミスマッチが存在

するため、この解消には農業を魅力的な産業に転換していく必要がある。

そこで、農業に科学技術を導入することが重要であり、これにより生産性

向上が実現できれば、農業は労働集約的なイメージから脱却でき、「楽しい。

従事したい。」というインセンティブが働く産業になると思われる。

さらに、食育はかつての盛り上がりを失っているようであるが、非常に重

要である。説明資料にあるように日本人の油の消費量の多さに愕然としてお

り、食と農は健康面で結びついていることもあるので、肉を中心とする欧米

型の食事から、米、味噌汁、魚を摂取する食生活への転換を図ることが国民

生活向上の観点からも重要である。

（２）自由経済市場の確保

ＥＰＡ／ＦＴＡは困難を伴うが、その議論にきちんと取り組むべきである。

５～１０年先でも鎖国状態が継続する事態は避けるべきと考える。

競争力強化のため日本産農産物の品質向上は不可欠であり、生産性向上に

加え、この観点からも科学技術の導入が必要である。

日本農業は顧客の支持が絶大であり、アジア諸国と十分に競争可能である

ので、自信を持って農業生産をしてほしいと思う。

一方で、日本産農産物の強みを諸外国に伝えていくこと、さらに技術移転

という面から諸外国の農業生産者を育成していくことも必要である。

最後に、現在取り組んでいる米粉パンは特徴的であり非常に美味しいので、従

来のパンに対しても十分な競争力を有すると考えているところである。一層の商

品開発を推進することは自らの課題であるとともに、上記２課題を解決する一助

になるものと考えている。


